
 

補装具評価検討会開催要綱 

 

１ 趣 旨 

障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第５条第１９項の規定に基づく補装具につい

て、種目、名称、型式、額等の検討を行い、種目の採り入れの円滑化や価格の適正化に資す

ること等を目的として、補装具評価検討会（以下「検討会」という。）を開催する。 

 

２ 組織等 

（１） 検討会のメンバーは、検討事項に関連する学識経験者等のうちから、社会・援護局障害

保健福祉部長（以下「部長」という。）が委嘱する。なお、部長は、必要に応じて適当と認め

られる有識者等を臨時メンバーとして委嘱することができる。 

（２） 検討会は、次の表の上欄に掲げる名称とし、これらの検討事項は、それぞれ同表の下欄

に掲げるとおりとする。   

名称 補装具第Ⅰ類評価検討会 補装具第Ⅱ類評価検討会 

検討

事項 

① 義肢装具等の、種目見直しや価格変

更等に関すること。 

② 義肢、装具、座位保持装置の完成用

部品の指定等についての審査。 

③ その他、義肢、装具に関すること。 

① 義肢装具以外の補装具（座位保持

装置含む）の種目見直しや価格変

更等に関すること。 

② その他、義肢装具以外の補装具に

関すること。 

（３） 各検討会に座長を置き、互選によりこれを定める。また、座長は検討会の会務を総理 

する。 

 

３ 運 営 

（１） 検討会の庶務は、国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所の協力を得て、社 

会・援護局障害保健福祉部企画課自立支援振興室において行う。 

（２） 必要に応じ、適当と認められる有識者等を参考人として招致することができるものとす

る。 

 

  附 則 

    この要綱は、平成１８年１１月 ８日から施行する。 

  附 則 

    この要綱は、平成２０年 ５月１９日から施行する。 

資料１ 



資料２ 
補装具評価検討会メンバー（第Ⅰ・Ⅱ類合同） 

（五十音順、敬称略） 

メ ン バ ー 役      職      名 

 赤
あか

居
い

 正美
まさみ

国立身体障害者リハビリテーションセンター病院 病院長 

○ 伊藤
いとう

 利之
としゆき

横浜市総合リハビリテーションセンター 顧問 

 上原
うえはら

  朗
あきら

千葉市障害者福祉センター 顧問 

 樫本
かしもと

  修
おさむ

宮城県リハビリテーション支援センター 所長 

 君塚
きみづか

  葵
まもり

心身障害児総合医療療育センター 所長 

 黒田
くろだ

 大治郎
だいじろう

神戸学院大学総合リハビリテーション学部社会リハビリテーション学科 教授 

 坂本
さかもと

 洋一
よういち

和洋女子大学 生活科学系社会福祉学研究室 教授 

 諏訪
す わ

  基
もとい

国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所 所長 

 
（代理） 

井上
いのうえ

 剛
たけ

伸
のぶ

 

国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所 福祉機器開発部長 

 田内
たうち

  光
ひかる

国立身体障害者リハビリテーションセンター病院第二機能回復訓練部 部長 

 中
なか

邑
むら

 賢
けん

龍
りゅう

東京大学先端科学技術研究センター 特任教授 

 野田
の だ

  徹
とおる

東京医療センター感覚器センターリハビリテーション研究部 部長 

 
（代理） 

仲
なか

泊
どまり

 聡
さとし

 

国立身体障害者リハビリテーションセンター病院第三機能回復訓練部長 

 三
み

上
かみ

 真
まさ

弘
ひろ

帝京科学大学医療科学部 教授 

 宮田
みやた

 広
ひろ

善
よし

全国肢体不自由児通園施設連絡協議会 会長 

 森
もり

本
もと

正
しょう

治
じ

大阪電気通信大学 医療福祉工学部 医療福祉工学科 教授 

 山
やま

内
うち

  繁
しげる

早稲田大学 人間科学学術院 特任教授 

 

臨時メンバー 役      職      名 

 石井
いしい

 喬
たか

志
し

有限責任中間法人日本補聴器販売店協会 理事 

 稲垣
いながき

 平八
へいはち

社団法人 日本義肢協会 理事長 

 大濱
おおはま

  眞
まこと

社団法人全国脊髄損傷者連合会 副理事長 

 亀田
かめだ

 英俊
ひでとし

東京都身体障害者福祉センター 障害認定課 判定担当係長 

 川村
かわむら

   慶
けい

有限責任中間法人日本車いすシーティング協会 代表理事 

 佐野
さ の

  昇
のぼる

社団法人全日本難聴者・中途失聴者団体連合会 事務局長 

 山崎
やまざき

  茂
しげる

相模原市健康福祉局福祉部障害福祉課 主幹 

○印は座長 
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【補装具の価格設定ルールの明確化について】（案） 

１．補装具価格等調査について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

義肢、装具 

座位保持装置、完成用部品 

車いす、電動車いす 

補聴器 等 

義肢等価格等調査 市場実勢価格等調査 

・製作に係る原材料費、作業時間

等の調査 

・経営実態調査（経常収益、経常

費用等）等 

・完成用部品の販売価格、出荷量、

製造原価等 

・調査該当製品の販売価格、出荷

台数、製造原価等 

 

・過去５年間の売上高、営業利益

等の推移等 

Ｈ２１年度改定へ反映 

（厚生労働省へ報告） 

（補装具評価検討会で議論） 

【調査・分析等】 

補装具価格設定のルールの明確化 

資料３ 
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２．義肢等価格等調査の概要について 

 

（１）調査概要 

 義肢・装具・座位保持装置について、製作・修理に要する費用額の算定基準

の根拠となるデータについて最新の状況を調査する。その調査結果について分

析を加え、平成 20 年 10 月末頃を目途に価格設定ルール案をとりまとめる。 

 

（２）調査の具体的内容 

 

Ａ．義肢・装具・座位保持装置製作事業者を対象とした調査 

 

 調査項目 

・ 具体的な製作事例についての個別の義肢・装具・座位保持装置製作費用に

ついて 

（補装具製作事例における、材料使用量、使用完成用部品、所用作業量等） 

・ 事業者の事業全体での収入事項（経常収益）について 

（個別の義肢・装具・座位保持装置製作・修理による収益の詳細と、その

他損益計算書収益項目） 

・ 事業者の事業全体での支出事項（経常費用）について 

（個別の義肢・装具・座位保持装置製作・修理に伴う費用（他の費用と切

り分けのできる範囲で）の詳細と、その他損益計算書費用項目） 

・ 購入材料の単価について 

 

 調査時期・対象・方法 

 ○予備調査 

・ 調査時期：平成 20 年 7 月末まで 

・ 調査対象：義肢・装具・座位保持装置製作事業者各 10 社の計 30 社程度（機

縁募集による） 

・ 方  法：調査票による調査の後、聞き取りを実施 

 

○本 調 査 

・ 調査時期：平成 20 年 8月中・下旬～９月末 

・ 調査対象：義肢・装具・座位保持装置製作・修理事業者約 700 社（全数調

査） 

・ 方  法：調査票による調査を実施。 
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Ｂ．完成用部品販売者を対象とした調査 

 

 調査項目 

・ 個別完成用部品の義肢・装具・座位保持装置事業者への販売価格について 

・ 個別完成用部品の義肢・装具・座位保持装置事業者への販売量について 

・ 個別完成用部品の製造原価 

・ 過去３年間の売上高等の推移等 

※各事業者ごとに完成用部品リストに掲載されている、すべての部品につい

て調査。 

 

 調査時期・対象・方法 

・ 調査時期：平成 20 年 6月～7月末 

・ 調査対象：完成用部品販売者（製造・輸入）39 社（全数調査） 

・ 方  法：調査票による調査を実施 

 

（３）調査後の予定 

 ７月末日段階で、調査Ａ（義肢・装具・座位保持装置製作事業者を対象とし

た調査）の予備調査ならびに調査Ｂ（完成用部品販売者を対象とした調査）の

調査結果を踏まえ、中間集計結果と、価格設定ルール及びその前提となる価格

算定式の改定に向けた提案のおおまかな方向性ならびに中間時点案を補装具

評価検討会に提示する。 

 その後、調査Ａの本調査の結果を踏まえて、10 月末頃までに最終案をとりま

とめ、補装具評価検討会に提示する。 

 

（４）調査主体について 

本調査は国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所より申請され

た平成 20 年度厚生労働科学研究の一環として実施される。 
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３．市場実勢価格等調査の概要について 

 

（１）調査概要 

 義肢・装具・座位保持装置以外の補装具について、市場実勢価格、取引価格、

販売量等のデータについて最新の状況を調査する。その調査結果について分析

を加え、平成 20 年 9月末頃を目途に価格設定ルール案をとりまとめる。 

 

（２）調査の具体的内容 

 車いす、電動車いす、補聴器等の製造販売等事業者を対象とした以下の調査

を実施する計画である。 

 調査項目 

・ 調査該当製品の補装具種目、名称、基本構造別の分類（基本構造以外の機

能がある場合はその機能の抽出） 

・ 調査該当製品毎の販売事業者への卸販売価格 

・ 調査該当製品毎の実売価格 

・ 調査該当製品毎の出荷数（年間） 

・ 調査該当製品毎の製造原価 

・ 過去３年間の売上高等の推移等 

 

 調査時期・対象・方法 

・ 調査時期：平成 20 年 6月下旬～7月末 

・ 調査対象：日本義肢協会、日本車いすシーティング協会、日本補聴器販売

店協会等関係団体を通じ、販売事業者を中心に調査する。参考

に複数の製作事業者からの情報を得る。 

・ 方  法：調査票による調査を実施 

 

（３）調査後の予定 

 調査結果を踏まえて、９月末頃までに価格設定ルール案をまとめ、補装具評

価検討会に提示する。 

 

（４）調査主体について 

本調査は国立身体障害者リハビリテーションセンター研究所より申請され

た平成 20 年度厚生労働科学研究の一環として実施される。 

 



補装具評価検討会等スケジュール（案） 
 

年 Ｈ２０ Ｈ２１ 

月 ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６回検討会 

（６／１３） 

〔議題〕 

・調査内容等に

ついて 

第７回検討会 

（７月上旬） 

〔議題〕 

・関係団体等から

のヒアリング等 

第８回検討会 

（８月上旬） 

〔議題〕 

・予備調査結果の報告 

・本調査方向性の確認 

第９回検討会 

（１１月中旬） 

〔議題〕 

・改定のルールにつ

いての結論 

 単価改定 

（告示改正） 

（予算編成） 

（５月末） 

予備調査

票の完成

（７月末） 

予備調査 

のまとめ 

６月 

（10月末） 

本調査結果

のまとめ 本調査の実施 

申請締切 申請受付開始 

価 

格 

体 

系 

等 

部
品
指
定 

第Ⅰ類評価

検討会 
予備審査（国リハ） 

通知 

改正 

９月 ～１２月
１月 

指定申請

書類の見

直し

予備調査の実施

（６月末） 

調査開始 

（７月末） 

調査〆切 

（９月末） 

調査結果の

まとめ 

義肢装具等 

義肢装具等以外 

資料４ 


